
ﾎﾟｲﾝﾄ

位

H30年度

3.72

Ⅰ　栄える「都」をつくる

産業･観光･雇用振興部

担当部局等坊

政策目標(KGI)達成に向けた進捗状況

実績値(a)基準値

↗ H30年度

(58.1%)

1 地域経済活性化

政策目標(KGI)

令和6年度までに県内総生産(名目)を3兆9,000億
円にします｡

目安値(b)

進捗状況
進捗率(a/b)

3.70

100.5%

ﾃｰﾏ
戦略目標(KPI)

進捗状況
目安値(b) 進捗率(a/b) (達成率)

目標値
実績値(a)

工場誘致(1)

120
(75.8%)

R1～3
の3年間

101.1%

90 ①100%以上

(2) 工業ｿﾞｰﾝの創出

(3) H26年度 R2年度
開
業
率

4.8
↘

4.7
▲ 0.1

① 100%以上

目標値
(達成率)

R6年度

3.90

R1～4
の4年間

R6年度

236.6 ①100%以上
320

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)

+ 0.25

兆円

H23年度

3.47

H26年度

10位以内順
位 18

↗
17

6 34

(89.6%)

平成29年度の県内総生産(名目)は3.66兆円でしたが､平
成30年度は3.72兆円と増加しており､近年､上昇傾向にあ
ります｡

42

R3年度H28年度

基準値

背景･要因等

企業誘致活動の展開､首都圏や海外への販路開拓等に
取り組んだことで､投資(工場立地)､雇用(有効求人倍率)
に高い動きが見られており､県内総生産の増加につな
がっています｡

関連する戦略目標(KPI)の進捗状況

+ 249
291

起業(ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ)支援

(4) 県内産業への研究開発支援の強化

令和6年度までに企業等の販路拡大支援件数を年
間320件にします｡

令和元年から令和4年の4年間で120件の工場を新
たに誘致します｡

市町村と連携･協働した新たな産業用地創出の取組
を進めます｡

｢小売業｣､｢飲食業｣､｢宿泊業｣の起業を増やし､令和
6年度までに開業率を全国10位以内にします｡

令和5年度までに中期研究開発方針に基づく企業と
の共同研究件数(H28～累計)を44件にします｡

R1～3
の3年間

91

(5) 県産品の海外販路､国内販路の拡大

+ 1

令和3年度は産業用地の創出に取り組む2市町(大和高
田市､広陵町)に対し､補助金による支援を行いました｡ま
た県が直接､産業用地を造成､分譲する｢御所ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ
周辺産業集積地形成事業｣では旧御所東高校の除却工
事に着手しました｡

件

R5年度R3年度 102.6%

①100%以上
44

(73.7%)
33.1

↗ R3年度 R3年度 123.0% R6年度

↗
+ 28

件

3.47
(38位) 3.45

(38位)

3.49
(38位)

3.51
(37位)

3.54
(38位)

3.61
(39位)

3.66
(38位)

3.72
(38位)

3.90

494 494

507

518

533
537

548 548

460

480

500

520

540

560

3.2

3.4

3.6

3.8

4.0

4.2

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R6
（目標）

県内総生産(名目)

(年度)

(兆円) 全国(兆円)

県民経済計算(奈良県)

国民経済計算(内閣府)

｜ 10 ｜



ﾃｰﾏ
戦略目標(KPI)

進捗状況
目安値(b) 進捗率(a/b) (達成率)

目標値
実績値(a)基準値

千円

位

↗ R1年
主要産業の出荷額を大きく伸ばし､製造品出荷額等
を4年間で10%以上増加します｡ 18,482

+ 2,742

21,224
億円

順
位 46

↘
47

(6) 売る力の強化･商店街活性化 H18年度 H27年度

販
売
額

22,775
↗

23,208
+ 433

R6年度

令和6年度までに従業員1人当たり年間商品販売額
を全国40位以内にします｡

▲ 1

4年間で
10%以上

増

全国
40位
以内

(7) 経済産業総合戦略の推進
H25年

｜ 11 ｜



★目標値に対する実績値の割合を記載しています。

件

↗

件件

R2年度

8

R1年度 関係機関と連携し､地域未来投
資促進法に基づく優遇制度を周
知しました｡

KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

↘
▲ 12 + 2

R3年度

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

+ 6
H30年度

14
優遇制度の活用件数
(件)

↗
20 10

奈良県への工場
立地を検討する
企業は増加して
おり､更なる工場
用地の確保が必
要です｡

災害に強くｲﾝﾌﾗが整備されてきた奈
良県への投資意欲が高まっていま
す｡一方で､工場立地が進んだことに
より､工場用地のｽﾄｯｸが少なくなって
きています｡

今年度の取組(～7月)

工場用地の情報を収集するとともに､
企業を訪問し､補助金や優遇制度を
PRしました｡

工場立地を検討する企業を訪問し､補助金や優遇
制度などの立地ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞをPRするなど､引き続き
積極的に県内への誘致活動を展開します｡

不動産業者､開発業者､金融機関等と情報交換を
行い､工場用地の情報を収集するとともに､立地を
検討する企業へのﾏｯﾁﾝｸﾞ､企業立地に係る許認
可手続の支援等､ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟでｻﾎﾟｰﾄを行います｡

基準値
目安値(b)

進捗状況
進捗率(a/b)

実績値(a)
目標値

R1～3
の3年間

91

(達成率)

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)
奈良県の工場立地件数は､令和元年は32件(全国8位)､令
和2年は28件(全国8位)、令和3年は31件（全国9位）の誘
致を実現しました｡令和元年から令和4年の累計目標値
120件に向け､進捗率は101.1%となっています｡

R1～4
の4年間

120

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

産業･観光･雇用振興部

企業立地推進課長

坊 1 地域経済活性化

(1) 工場誘致

戦略目標(KPI)

令和元年から令和4年の4年間で120件の工場を
新たに誘致します｡

指標の動きの要因

+ 2
7

▲ 2
件

9

背景･要因等

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により､全国的に工場立地件
数が減少する中､固定資産投資に対する補助金の交付
等､全国ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの充実した支援制度を備え積極的な誘致
活動を行いました。その結果､全国9位の立地件数となり､
昨年に引き続き､全国でも上位に位置しています｡

成
果

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により､全国的に工
場立地件数が減少する中､令和3年度は､奈良県
企業立地促進補助金を7件､地域未来投資促進法
に基づく優遇制度を10件の企業に活用いただきま
した｡

企業訪問等､積極的に誘致活動
を展開した結果､奈良県企業立
地促進補助金を活用頂きまし
た｡

KPI達成に向けた取組･成果

KPI関連指標

9 7
▲ 2

補助金の活用件数
(件)

指標の動き

取
組

件

奈良県企業立地促進補助金や地域未来投資促進
法に基づく優遇制度などの立地ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞについ
て､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞや企業訪問により周知しました｡

件

R3年度H30年度 ↘R2年度↗R1年度↘

(75.8%)

R1～3
の3年間

101.1%

90 ① 100%以上

25

57

91

129

32
60

91
120

25
(16位)

32
(12位)

34
(11位)

38
(11位)

32
(8位) 28

(8位)

31
(9位)

0

20

40

60

80

100

120

140

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

工場立地動向調査

累計 新規 工場立地動向調査

（経済産業省）より作成

(年)

(累計件数)(新規件数)

（）は全国順位

H27～H30 累計 R1～R4 累計

★

｜ 12 ｜



ﾎﾟｲﾝﾄ

位

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

+ 41
H30年度

138
制度融資創業支援資
金利用件数(件)

↗
179 217

件

↗

件

▲ 16 + 54
R3年度R1年度

KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

起業しやすい環
境づくりが求めら
れます｡

ｺﾛﾅ禍で働き方や生活に対する考え
方に変化が生まれ､若者の地方移住
の機運が高まり､｢UIJﾀｰﾝ｣による起
業を志す者も増加傾向にあるが､起
業に対する資金面の不安や､知識不
足などが起業の障壁となっています｡

大和平野中央田園都市構想で計画されている県
立大学工学系学部･大学院を核として､産業の活
性化を図るため｢ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟｳﾞｨﾚｯｼﾞ｣の建設を予定
しています｡

｢ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟｳﾞｨﾚｯｼﾞ｣では､社会に貢献するｽﾀｰﾄｱｯ
ﾌﾟ企業を地域でつくり育てる基盤づくりを目指し､
効果的なｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟのまちづくりを行うべく､｢奈良
県ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援施設等整備基本計画｣を令和5
年度を目途に策定します｡

今年度の取組(～7月)
起業に必要な経費の一部を補助する
とともに､起業に伴う伴走支援を行う
補助事業を実施しました｡

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)

近年の開業率は平成30年度から全国的に低下傾向で推
移していましたが､令和2年度は上昇に転じており､奈良県
においても全国平均とほぼ同じ動きを見せています｡

KPI達成に向けた取組･成果

成
果
②

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設を活用して､今までに54事業者
が起業しています｡
令和3年度も2事業者の新規入居があり､令和4年
3月末現在で5事業者が施設を活用しています｡

この補助制度を活用して､令和元年度からの3年
間で8事業者が奈良県内で起業しています｡
令和3年度は3事業者の起業を支援し､その内1事
業者は東京からの移住による起業でした｡

取
組
②

取
組
①

起業時や急成長が困難なｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ期の起業家
に対して安価な賃貸ｽﾍﾟｰｽを提供するほか､経営
面でのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄも行い､その成長を促進することを
目的としたｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設を運営しています｡

奈良県内の経済を牽引するｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業を創出
するため､起業に伴う資金の一部を支援するととも
に､事業の成長を加速化するための伴走支援を実
施しています｡

背景･要因等

ｺﾛﾅ禍の厳しい経済環境に見舞われた時期ではあります
が､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響による､社会構造の変化
を商機と捉え起業を志す者が増えたことが一つの要因と
推測されます｡

成
果
①

KPI関連指標

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度↗↗↗
+ 1.9

ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀの
入居率(%) + 6.5

指標の動きの要因

27.8

指標の動き

中小企業者の資金需要に即し
た制度の拡充により､融資件数
が増加しています｡

ﾎﾟｲﾝﾄ
19.4 25.9

施設の利用内容やﾒﾘｯﾄ等につ
いて､積極的な周知に努めるこ
とにより入居率が向上していま
す｡55.6

+ 27.8

ﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄ

件

R2年度

163

↘

実績値
(a)

R6年度

10位以内

▲ 0.1

H26年度 R2年度
開
業
率

4.8
↘

4.7

順
位 18

↗
17

(達成率)

+ 1

戦略目標(KPI)

｢小売業｣､｢飲食業｣､｢宿泊業｣の起業を増やし､令
和6年度までに開業率を全国10位以内にします｡

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

産業･観光･雇用振興部
産業振興総合ｾﾝﾀｰ創業･経営支
援部長

坊 1 地域経済活性化

(3) 起業(ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ)支援

目標値
基準値

目安値(b)

進捗状況

進捗率(a/b)

4.9
5.2

5.6 5.6

4.4
4.2

5.0

4.8
(18位)

4.7
(17位)

5.5
(16位)

5.6
(13位)

4.3
(15位) 4.0

(19位)

4.7
(17位)

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R6
（目標）

開業率

雇用保険事業年報(厚生労働省)

(年度)

(%)

目標

10位以内

｜ 13 ｜



戦略目標(KPI)

令和5年度までに中期研究開発方針に基づく企業
との共同研究件数(H28～累計)を44件にします｡ ↗

+ 28

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

産業･観光･雇用振興部
産業振興総合ｾﾝﾀｰ産業技術研究
部長

坊 1 地域経済活性化

(4) 県内産業への研究開発支援の強化

① 100%以上
44

件

R5年度R3年度

(73.7%)

102.6%R3年度

34

(達成率)

33.1

件

H30年度

26 21

ｺﾛﾅ禍により､企業技術者とｾﾝ
ﾀｰ職員との対面での共同研究
が難しくなりました｡

R3年度

13
▲ 4
件

R2年度

件
▲ 5

基準値
目安値(b)

進捗状況
進捗率(a/b)

実績値(a)
目標値

H28年度

6

▲ 4
企業との共同研究数
(件)

R1年度
指標の動きの要因

↘
17

指標の動き

ｺﾛﾅ禍や景気動向の不透明感
が､企業の研究開発に対する投
資に影響しました｡

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)
中期研究開発方針に基づく企業との共同研究件数は､令
和2年度は6件､令和3年度は4件を実施しました｡平成28年
度から令和5年度の累計目標値44件のうち34件となり､目
安値を達成し順調に推移しています｡

KPI達成に向けた取組･成果

成
果
②

県内企業の研究ﾆｰｽﾞにより研究を進める｢ｻﾎﾟｰﾄ
型｣を設定したことで､企業のﾆｰｽﾞに的確に応える
ことができ､県内企業との共同研究が累計で4件増
えました｡

IoT分野､食品分野を中心に先導的な研究を進め､
県内産業界に普及できる技術の蓄積を進めてい
ます｡食品分野では機能性成分の解析技術､IoT分
野ではｻｰﾊﾞｰ構築などのIoT活用技術の蓄積が進
みました｡

取
組
②

取
組
①

↘

｢ｻﾎﾟｰﾄ型｣研究開発では､機能性材料･環境材料･
加工技術･生活関連分野の4分野を中心に､産業
界への支援を進めています｡

｢ﾐｯｼｮﾝ型｣研究開発では､IoT分野､食品分野を中
心に技術ｼｰｽﾞの蓄積を進めています｡

背景･要因等

平成28年度から令和2年度までの第1期中期研究開発方
針に基づく取組により累計30件の共同研究を実施してき
ました｡また､令和3年度からは第2期中期研究開発方針に
基づき､県が先導的に研究を進めて県内産業界に成果を
普及する｢ﾐｯｼｮﾝ型｣研究開発と､県内企業の研究ﾆｰｽﾞに
より研究を進める｢ｻﾎﾟｰﾄ型｣研究開発が始まっています｡｢
ｻﾎﾟｰﾄ型｣を設定したことで共同研究が4件増えました｡

成
果
①

KPI関連指標

↘

KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

県内企業におけ
る研究開発ﾆｰｽﾞ
の変化への対応
が必要です｡

ｺﾛﾅ禍や景気動向の不透明感が､企
業の研究開発意欲･ﾆｰｽﾞに影響を与
えていると考えられます｡

第2期中期研究開発方針に基づき､県内企業との
共同研究が可能な研究ｼｰｽﾞを蓄積します｡

他の企業支援機関との情報共有や､県内企業から
寄せられる技術相談の内容精査を通じて､企業の
研究開発ﾆｰｽﾞを的確に把握し､共同研究につなげ
ていきます｡

今年度の取組(～7月)

他の企業支援機関の担当者も交えた
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ会議を開催しました｡

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

+ 1
H30年度

3

研究開発のための県
制度融資による金融
支援(件)

↗
4 2

件

↘

件件

R2年度

3

↘
▲ 1 ▲ 1

R3年度R1年度

6

12

18

24

30
34

44

0

10

20

30

40

50

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R5
（目標）

中期研究開発方針に基づく企業との

共同研究件数(H28～)［累計］

産業振興総合ｾﾝﾀｰ調べ

(年度)

(件)

ミッション型研究開発

サポート型研究開発
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KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

ｳｲｽﾞｺﾛﾅ･ｱﾌﾀｰｺ
ﾛﾅ時代の新たな
販路開拓･拡大
支援が必要で
す｡

ｺﾛﾅ禍の影響による急速な社会のﾃﾞ
ｼﾞﾀﾙ化に伴い､経済活動においても､
EC(電子商取引)の市場規模が令和
元年の10兆円から令和2年には12兆
円に拡大するなど､ECを活用した新た
な市場への支援が求められていま
す｡

今年度の取組(～7月)

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞを活用した販路開
拓･拡大に取り組みました｡

従来から実施している､展示会や商談会等の支援
を引き続き実施することにより､県内事業者の販路
開拓･拡大支援のより一層の充実を図ります｡

販路開拓･拡大のﾂｰﾙとしてEC活用を希望する県
内事業者へ支援を行うことで､商品開発､市場戦略
などﾃﾞｼﾞﾀﾙ化社会に応じた､ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ力の向上を
図るとともに企業基盤の強化に繋げます｡

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

産業･観光･雇用振興部

産業振興総合ｾﾝﾀｰ所長

坊 1 地域経済活性化

(5) 県産品の海外販路､国内販路の拡大

件
42

基準値
目安値(b)

進捗状況
進捗率(a/b)

実績値(a)
戦略目標(KPI)

↗H26年度 R6年度R3年度

目標値

指標の動きの要因

(達成率)

236.6 ① 100%以上
320

感染防止対策の徹底した販売会や､ｵﾝﾗｲﾝを活用した展
示会や商談会等の実施により､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影
響下でありますが､県内事業者への販路開拓･拡大支援を
着実に実施できました｡

成
果
①

KPI達成に向けた取組･成果

成
果
②

中国陝西省西安市での展示会では､県内事業者
10社の製品を展示しました｡展示会等で製品を確
認した現地ﾊﾞｲﾔｰ6社と県内事業者7社が､後日ｵﾝ
ﾗｲﾝ商談を実施しました｡(商談件数は計14件)

KPI関連指標 指標の動き

新型展示会では､参加事業者13社の製品を展示し
ました｡来場ﾊﾞｲﾔｰは実際の製品を確認するととも
に､参加事業者とｵﾝﾗｲﾝ商談等が実施されました｡
(商談件数は計10件)

取
組
②

令和6年度までに企業等の販路拡大支援件数を
年間320件にします｡

↗ R3年度

+ 249

ｵﾝﾗｲﾝ商談会を実施するなど､ｺ
ﾛﾅ禍に対応した支援内容を実
施しました｡

↘
▲ 28 + 10

R3年度

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により､首都圏や海外でのﾌﾟ
ﾛﾓｰｼｮﾝ活動等の縮小を余儀なくされたため､令和2年度は
支援件数が減少しましたが､令和3年度の支援件数は291
件となり､目安値を達成し､順調に推移しています｡

令和3年度は中国陝西省西安市において､展示会
を開催するとともに､現地ﾊﾞｲﾔｰとのｵﾝﾗｲﾝ商談を
実施しました｡

県内事業者の首都圏での販路拡大を支援するた
め､ｳｨｽﾞｺﾛﾅ時代に適したｵﾝﾗｲﾝとﾘｱﾙを融合させ
た新型展示会を､令和3年7月に東京新橋に移転
ｵｰﾌﾟﾝした奈良まほろば館で開催しました｡

背景･要因等

ｼﾞｪﾄﾛ商談会､ﾐｯｼｮﾝ派
遣支援者数(人)

ｵﾝﾗｲﾝ商談会の実施に加え､市
場調査等に注力することで支援
を強化しました｡

R1年度 ↘ R2年度

57
人人

77 76
+ 19

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

海外ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動参
加支援企業数(社)

(89.6%)

123.0%R3年度

291

取
組
①

10

↗

社社

R2年度

028

R1年度

▲ 20

42 53
72

102

189

264
243

291
320

0

50

100

150

200

250

300

350

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R6
（目標）

企業等の販路拡大支援件数

産業振興総合ｾﾝﾀｰ･豊かな食と農の振興課･奈良の木ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ課調べ

(年度)

(件)

｜ 15 ｜



千円

位

R1年度

取
組
①

KPI関連指標

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

+ 1
H30年度

7
空き店舗利用箇所数
(箇所)

↗ ↘
▲ 6

箇所箇所
8

R1年度

ｺﾛﾅ禍対応のため､例年より開
催回数を削減して実施しました｡

R3年度

99
▲ 82

115
人

▲ 16

R2年度

基準値
目安値(b)

進捗状況

進捗率(a/b)

目標値

R6年度

▲ 1

全国
40位
以内

+ 433

販
売
額

22,775
↗

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

産業･観光･雇用振興部
産業振興総合ｾﾝﾀｰ創業･経営支
援部長

坊 1 地域経済活性化

(6) 売る力の強化･商店街活性化

令和6年度までに従業員1人当たり年間商品販売
額を全国40位以内にします｡

実績値
(a)

H18年度

KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)

平成27年度の全国順位は平成18年度に比べて1つ下
がっているものの､従業員1人あたり年間商品販売額は平
成23年度以降上昇傾向にあります｡

奈良市内の空き店舗にて､商店街における新たな
価値の提供ﾓﾃﾞﾙ構築を目指し､事前調査､ﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟを経て､｢人と人､まちと人を繋ぐ空間づくり｣
をﾃｰﾏに実証実験を行いました｡

中小企業の自社ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ構築に向けた勉強会･展
示会､商品開発のための補助金による支援､店舗
運営等に関する勉強会を行いました｡

背景･要因等

平成23年度以降､外国人観光客の増加に伴うｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需
要が増加し､魅力ある店舗づくりを目指す県内事業者の
創意工夫とあいまって､従業員1人あたり年間商品販売額
は増加したものと考えます｡

成
果
①

KPI達成に向けた取組･成果

成
果
②

実証実験を通じて､空き店舗活用ﾓﾃﾞﾙを作成しま
した｡また､商店街と歩道空間の一体活用により､
地元の人が楽しむことができる商店街の将来の
姿を作成することができました｡

大手百貨店での展示販売会(TEIBAN展等)の開催
(6回)､贈り物の開発支援(3者)､勉強会の開催(7
回)を実施し､商品開発力強化､店舗運営力強化､
販売力強化等の向上に取り組みました｡

ｺﾛﾅ禍対応のため､規模を縮小
して実施しました｡

戦略目標(KPI)

↘

取
組
②

(達成率)

自社ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ構築に向
けた勉強会参加人数
(人)

指標の動き

人
197

指標の動きの要因

↘

H27年度

23,208

順
位 46

↘
47

依然として下請
け企業が多いた
め､商品の高付
加価値化や自社
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化を進め
ること､商店街に
関しては､新たな
生活様式に合っ
たあり方を確立
していくことが課
題です｡

｢売る力｣を中小企業が付けるために
は､"人材"の成長が必要であり､時間
を要しています｡また､ｳｨｽﾞｺﾛﾅの消
費者行動･心理に合わせた､新しい商
店街のあり方について考えていく必
要性が出てきました｡

引き続き､中小企業の自社ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ構築のための勉
強会･展示会等の開催､補助金も含めた商品開発
に関する支援等を行います｡

持続的な商店街活動につなげるためのﾋﾞｼﾞｮﾝやｱ
ｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝを作成する研究会を開催し､ｱﾌﾀｰｺﾛﾅへ
の対応に積極的に取り組む商店街の活性化を支
援します｡

今年度の取組(～7月)
TEIBAN展を開催､魅力ある県産品開
発支援補助金の募集を開始しまし
た｡

1
箇所

↘
▲ 1

R3年度R2年度

2

49,366

42,791 41,214

50,157

22,775
(46位) 19,674

(47位)
20,410
(47位)

23,208
(47位)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H18 H23 H25 H27 R6
（目標）

従業員1人当たり年間商品販売額

商業統計調査(経済産業省)

経済ｾﾝ ｽ活動調査(総務省)

(年度)

(千円)

目標

全国40位以内
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4年間で
10%以上

増

感染防止対策の徹底した販売会や､ｵﾝﾗｲﾝを活
用した展示会や商談会等､県内事業者への販路
開拓･拡大支援に取り組みました｡

指標の動きの要因

近年増加傾向でしたが､令和元
年は自然災害や米中間の通商
問題を巡る緊張､消費税率の引
き上げなどの影響で減少してい
ます｡

KPI関連指標

億円

成
果
①

+ 61

R1年↘

指標の動き

H29年

背景･要因等

令和元年の製造品出荷額等の低下は、台風19号をはじ
めとする相次ぐ自然災害、米中間の通商問題を巡る緊
張、消費税率の引き上げなどの要因が影響したものと考
えられますが、全国との比較で見ると国は2.7％の下落に
対し、県は2.3％の下落にとどまりました。

↗↗H28年 H30年

1,109

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

産業･観光･雇用振興部

産業政策課長

坊 1 地域経済活性化

(7) 経済産業総合戦略の推進

戦略目標(KPI)

主要産業の出荷額を大きく伸ばし､製造品出荷額
等を4年間で10%以上増加します｡ ↗

+ 2,742

従業員一人当たり付
加価値額(万円)

KPI達成に向けた取組･成果

成
果
②

立地件数は平成28年32件､平成29年34件､平成
30年38件､令和元年32件､令和2年28件､令和3年
31件であり､令和3年は全国9位の立地件数でし
た｡

販路拡大支援件数は平成28年72件､平成29年
102件､平成30年189件､令和元年264件､令和2年
243件､令和3年291件であり､着実な支援活動を行
いました｡

取
組
②

取
組
①

奈良県企業立地促進補助金の活用や地域未来
投資促進法に基づく優遇制度の活用について､
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞや企業訪問により周知しました｡

万円
1,119

万円
1,139

+ 30 ▲ 20

万円
1,048

基準値
目安値(b)

進捗状況
進捗率(a/b)

実績値(a)
目標値

H25年

18,482

R1年

21,224

(達成率)

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)

平成28年まで製造品出荷額等は伸び悩んでいましたが、
近年増加傾向にあり、平成30年には2兆1,733億円まで伸
びました。令和元年はやや低下し、2兆1,224億円でした。

KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

1,190
+ 6+ 72

百万円百万円
1,184

食料品製造業などの伸びによ
り､1事業所当たりの製造品出荷
額等が増加しています｡

946
1事業所当たり製造品
出荷額等(百万円) 1,112

百万円

H28年

ｺﾛﾅ禍が県経
済･産業に与え
た影響の把握
や､県経済･産業
の状況を示す指
標の分析が必要
です｡

生産･分配･支出の指標分析などを通して奈良県
経済の見える化を推進し､県内経済の好(高)循環
につながるよう､令和4年度中に奈良県経済産業
振興大綱を策定します｡

把握･分析をすることで､県内経済の
好(高)循環につながる取組の企画立
案が可能です｡

今年度の取組(～7月)
ｺﾛﾅ禍が県経済･産業に与えた影響
の情報収集､県経済･産業の状況を
示す指標の分析を有識者を交えて行
いました｡

H29年
+ 166

H30年 R1年↗ ↗ ↗

18,482
(35位)

18,969
(36位)

18,451
(37位)

18,193
(37位)

20,917
(36位)

21,733
(36位)

21,224
(36位)

292

305
313

302

319

332
323

250

270

290

310

330

350

17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R1～R5
（目標）

製造品出荷額等

工業統計調査(経済産業省)

経済 ﾝ  活動調査(総務省)

(年)

全国(兆円)奈良県(億円)

目標

4年間で

10%以上増
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KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

産業用地創出に
主体的に取り組
む市町村を増や
すことが必要で
す。

市町村における予算的制約やﾉｳﾊｳ不
足､ﾘｽｸの懸念等､主体的に産業用地創
出に取り組むに当たっての課題に対す
る県の支援が必要とされています｡

今年度の取組（～7月）

市町村への新たな支援制度として､事
業の具体化に必要な基本計画の策定
に対する補助制度を創設しました｡

数値目標が設定されていないﾃｰﾏ等の進捗状況､課題の明確化､今後の取組方針

坊 1 地域経済活性化
CC

産業･観光･雇用振興部
ﾃｰﾏ (2) 工業ｿﾞｰﾝの創出 企業立地推進課長

戦略目標(KPI) 進捗状況及び取組･成果

市町村と連携･協働した新たな産業用地創出の取組を進
めます｡

令和3年度は産業用地の創出に取り組む2市町(大和高
田市､広陵町)に対し､補助金による支援を行いました｡ま
た県が直接､産業用地を造成､分譲する｢御所ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ
周辺産業集積地形成事業｣では旧御所東高校の除却工
事に着手しました｡

また､産業用地創出の取組に対するﾉｳﾊｳ不足など
の市町村が抱える課題に対応できるよう､支援手法
等について検討します｡

県内の市町村長を訪問し､産業用地創出による企業
誘致の効果や先行事例を説明するとともに､奈良県
の支援制度等のPRを行います｡

｜ 18 ｜



ﾎﾟｲﾝﾄ

位

位

カ所

R6年度

+ 3
R3年度

順
位 37

↗

H23年 R3年
雇
用
率

2.08
↗

2.88
+ 0.80

順
位 4

↗
1

R3年

1.28

Ⅰ　栄える「都」をつくる

福祉医療部､
産業･観光･雇用振興部

担当部局等坊

政策目標(KGI)達成に向けた進捗状況

実績値(a)基準値

↗ R3年

(60.7%)

2 地域雇用戦略

政策目標(KGI)

令和6年までに就業地別有効求人倍率(季節調整
値､加重平均)を1.70倍にします｡

進捗状況
進捗率(a/b)

1.45

88.1%

③ 90%未満

R3年度

89.3

(達成率)

ﾎﾟｲﾝﾄ (基準値未満)

令和6年度までに職業訓練修了者の就職率を100%に
します｡

令和3年以降も障害者雇用率を全国第1位にします｡

令和6年度までに外国人を雇用する事業所数の全国
順位を30位にします｡

H26年度 R3年度

207

奈良県版働き方改革の実践(8)

(9) 就業支援･離職者支援

(10) 障害者雇用対策の推進

(11) 外国人労働者の県内での円滑な受入れ

+123

事業所

+ 725

H27年度

↗
令和6年度までに奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推進
企業登録数を累計250事業所にします｡ 84

H26年度

+ 1
30位

↘
② （90～100%）

100

背景･要因等

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響で大きく落ち込んだ就業地
別有効求人倍率は回復の兆しが見られるものの､今後も
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症が雇用に与える影響に留意する必
要があります｡
また､地域雇用政策をより一層推進するため､令和4年3月
に｢地域における多様な人材の育成､就労の促進及び再
就職の支援に関する条例｣を制定しました｡

関連する戦略目標(KPI)の進捗状況

目標値
実績値(a)基準値

ﾃｰﾏ
戦略目標(KPI)

進捗状況
目安値(b) 進捗率(a/b)

事
業
所
数

665
↗

1,390

103.4%

①100%以上
250

全国1位

令和3年
以降

R6年度R3年度

目標値
(達成率)

R6年

1.70

36

令和3年の就業地別有効求人倍率は1.28倍で令和2年か
ら下がりましたが､全国平均を上回り､全国順位は27位で
した｡

目安値(b)

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)

+ 0.65

倍

H23年

0.63

91.0% R6年度

96.8

200.2
（74.1%）

R3年度

▲ 1.2
88.1

0.63
(33位)

0.76
0.88

1.01
1.11

1.29

1.48

1.67 1.70

1.36
1.28
(27位)

1.70

0.65
0.80

0.93

1.09
1.20

1.36

1.50
1.61

1.60

1.18
1.13

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R6
（目標）

就業地別有効求人倍率

(季節調整値､加重平均)

(年)

(倍)

労働局提供ﾃ ｰ 

｜ 19 ｜



R1年度↗H30年度
県内事業所における
働き方改革の取組支
援[累計](事業所)

41
+ 3

事業所

38
+ 7

事業所

31
+ 10

事業所

21

KPI達成に向けた取組･成果

KPI達成等に 向けた課題 課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

県内事業所にお
ける働き方改革
の推進が必要で
す｡

令和元年の働き方改革推進法の施
行以来､働き方改革は着実に進んで
きています｡一方で､｢適した業種がな
い｣や｢情報ｾｷｭﾘﾃｨ確保の問題｣など
の柔軟な働き方としてのﾃﾚﾜｰｸに対
する固定観念の強さや､ﾃﾚﾜｰｸを導
入したものの定着しにくい状況にあ
り､小規模企業や建設業､製造業､宿
泊業､飲食業において遅れています｡

令和3年度に引き続き､県内事業所を対象とした
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟやｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰを開催し､働く側だけでな
く､経営者側にもｱﾌﾟﾛｰﾁし､各事業所において働き
方改革を促進することで､社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推
進企業の登録数増加につなげていきます｡

令和4年度新規事業として､柔軟な働き方としての
ﾃﾚﾜｰｸの導入､定着を支援し､働きやすさの向上､
従業員個々の状況による離職防止､人材の流出
防止に繋げるため､｢ﾃﾚﾜｰｸ導入･定着支援事業｣
を実施していきます｡

今年度の取組(～7月)
専門家による県内事業所支援やﾃﾚ
ﾜｰｸ相談窓口設置に向けた準備を行
いました｡

県内事業所を対象にｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰの開催､社会保
険労務士等専門家の派遣､ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催し､働
き方改革を支援しました｡

県内企業におけるICTを活用した新しい働き方を
推進するため､Webﾂｰﾙ体験ﾌｪｱを開催しました｡

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

指標の動きの要因

事業所

取
組
①

40
+ 5

45

中小企業や個人事業主へ専門
家を派遣､課題抽出や分析等の
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞを実施しています｡令
和3年度はより深くｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞを
行うため､1事業所あたりの訪問
回数を増やし､3事業所へ専門家
派遣を行いました｡

R3年度↗R2年度↗

令和6年度までに奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推
進企業登録数を累計250事業所にします｡

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況
CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ
産業･観光･雇用振興部
雇用政策課長

坊 2 地域雇用戦略

(8) 奈良県版働き方改革の実践

戦略目標(KPI)

↗H26年度 R6年度R3年度
(達成率)

200.2 ① 100%以上
250

基準値
目安値(b)

進捗状況
進捗率(a/b)

実績値(a)
目標値

(74.1%)

103.4%R3年度

207
事業所

84
+ 123

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)
｢奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推進企業｣登録数(累計)の
実績値は､基準値の84社から123事業所増加､令和2年度
からは11事業所増加しました｡

背景･要因等
ﾘｰﾌﾚｯﾄ､ﾁﾗｼ､ﾎﾟｽﾀｰ等を作成し､未登録企業や各関係団
体へ配布する等の啓発活動に加え､令和3年度において
は､県民だよりへの掲載や企業動向調査に併せてﾘｰﾌﾚｯﾄ
を配布したことにより､登録数の増加につながりました｡

成
果
①

KPI関連指標
奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推
進企業として登録された企業の
なかから､特に優れた取組を
行っている企業を選び､毎年表
彰しています｡

R3年度↗R2年度↗R1年度↗H30年度
奈良県社員･ｼｬｲﾝ職
場づくり推進企業表彰
数[累計](事業所)

+ 5
50

+ 4
54

事業所

指標の動き

事業所

成
果
②

｢働き方改革の意識向上｣｢人材不足を解消しいか
に生産性を上げるか｣等をﾃｰﾏにﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを3回
開催し､延べ9事業所から26名が参加しました｡ｺﾛﾅ
禍に必要な経営戦略をﾃｰﾏにｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰを開催
し､31名が参加しました｡事業者が抱える課題に応
じ､社会保険労務士等を派遣し､3社に対し指導､助
言を行いました｡

Webﾂｰﾙ体験ﾌｪｱを2日間開催し､25社32名が参加
しました｡

取
組
②

8
41

18
39

16 14 3 11
43

84

123
141

178 190 201 196 207

250

0

50

100

150

200

250

300

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4～R6
（目標）

｢奈良県社員･ｼｬｲﾝ職場づくり推進企業｣

登録数

新規 累計 雇用政策課調べ

(年度)

(事業所)

｜ 20 ｜



+ 0.4

取
組
①

↗
+ 4

96.9

↘

ﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄ

R2年度

97.997.5

R1年度

▲ 5
若年無業者の職場実
習参加後の就職者数
(人)

KPI関連指標

↘

基準値

+ 2
人

R2年度

目安値(b)

進捗状況
進捗率(a/b)

実績値(a)
目標値

KPI達成に向けた取組･成果

成
果
②

令和3年度は17名の若年無業者が職場実習に参
加し､その内8名が就職しました｡

令和3年度は就労あっせん･起業支援ｾﾝﾀｰの紹
介により､16名の高度な専門技術を持つ人材が県
内企業に就職しました｡

取
組
②

令和3年度の就職率は前年度に比べ1.4ﾎﾟｲﾝﾄ上がり､
88.1%となっており､基準値を1.2ﾎﾟｲﾝﾄ下回りましたが､令和
2年度までは全国よりも高い就職率を維持しています｡(令
和3年度の全国値は未公表)

求職者に対して､県庁版ﾊﾛｰﾜｰｸの就業相談員や
ﾏｯﾁﾝｸﾞｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる情報提供､就職支援を行
い､特に､就職に不安を抱える若年無業者に対し
ては､ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁによる支援のもと､民間企業で職場
実習を行うなどのきめ細やかな支援を行ってきま
した｡

高度な専門技術を持つ人材を確保するため､県内
大学等の卒業生を対象とした再就職支援や､人材
ﾆｰｽﾞの掘り起こし､県内企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞを行って
きました｡

背景･要因等

高等技術専門校に就業支援員等を配置し､一人ひとりに
合った就職支援を実施することにより､全国よりも高い就
職率を維持してきましたが､令和2年度からｺﾛﾅ禍での就
職活動に影響があったと考えられます｡

成
果
①

↗
6

(達成率)

96.8 ② （90～100%）
100

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)

(基準値未満)

91.0%R3年度

88.1
▲ 1.2

ﾎﾟｲﾝﾄ
89.3

訓練生の高年齢
化や企業の求人
が減少していま
す｡

訓練生の高年齢化や､企業の求人が
減少している他､企業の人材ﾆｰｽﾞの
多様化による訓練内容とのﾐｽﾏｯﾁが
発生し､就職困難者が増加していま
す｡

県内企業の人材ﾆｰｽﾞや求職者のｷｬﾘｱ形成ﾆｰｽﾞ
を踏まえ､高等技術専門校における訓練内容･就
職支援を見直します｡高齢者や職歴がない等の就
職困難者への就職支援にも取り組んでいきます｡

引き続き､若年求職者に対してきめ細かな支援を
実施するほか､就職氷河期世代の就職支援にも
取り組んでいきます｡

今年度の取組(～7月)

令和4年6月､7月に就職活動やｷｬﾘｱ
ﾃﾞｻﾞｲﾝ等のｾﾐﾅｰを開催しました｡

令和6年度までに職業訓練修了者の就職率を
100%にします｡

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

産業･観光･雇用振興部

外国人･人材活用推進室長

坊 2 地域雇用戦略

(9) 就業支援･離職者支援

戦略目標(KPI)

↘H26年度 R6年度R3年度

R1年度

H30年度 ↘
99.0

▲ 1.5

ﾎﾟｲﾝﾄ

KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

指標の動き

人人

H30年度

7 11

ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁによるきめ細かな支援
により､就職者数は前年度から
増加しました｡

R3年度

8

生徒個々に合わせた丁寧な進
路指導に取り組み､概ね97%前
後で推移しています｡

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

高校生の県内企業就
職内定率(%)

指標の動きの要因

▲ 1.0

R3年度↗

89.3 91.3
94.1

90.1

96.3
93.5

86.7 88.1

100

76.4

81.9
82.9

85.1
84.7

80.5 80.8

70

80

90

100

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R6
（目標）

職業訓練修了者の就職率

全国:定例業務統計報告(厚生労働省)

奈良県:雇用政策課調べ

(年度)

(%)

｜ 21 ｜



ﾎﾟｲﾝﾄ

位

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

就労支援に加
え､障害のある
人の生活全般に
わたってつなが
り続ける支援が
必要です｡

生活が不安定であると就労も安定し
ないことから､両面での支援が不可
欠です｡また､支援により就職できた
場合でも､その後離職となり､支援が
途切れ､なかなか再就職できないｹｰ
ｽがあります｡

障害のある人に寄り添い､ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞを通して､つ
ながり続けながら､就労をはじめ様々な分野での
困りごとに対して､支援機関や関係機関につなげ
ていくための体制の構築に向け､障害福祉に関す
る条例の制定を目指します｡

実習先拡大のための企業開拓を強化するととも
に､関係機関と連携したよりきめ細かなﾏｯﾁﾝｸﾞと
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟにより､雇用の拡大･定着の促進を図り
ます｡

今年度の取組(～7月)
就労連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの取組により､
企業での職場実習を26件実施しまし
た｡

令和3年(6月1日時点)の障害者雇用率は､令和2年から
0.05ﾎﾟｲﾝﾄ増加し､昨年に引き続き全国1位となりました｡

KPI達成に向けた取組･成果

成
果
②

意見交換会等を通じて情報共有できることのﾒﾘｯﾄ
を感じていただくとともに､障害者雇用に対する意
識を高めることができました｡

早期に支援につなげることで､雇用の定着を促進
しました｡

取
組
②

取
組
①

障害者雇用に協力的な企業で構成する｢障害者
はたらく応援団なら｣に登録している各企業･団体
が業界を超えた横のつながりを持つため､意見交
換会やｾﾐﾅｰなどの機会を設けました｡

実習受入を依頼した企業に対しては､就職後も就
労連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰが企業訪問等を行いました｡ま
た､本人または企業から相談を受けた場合は､障
害者就業･生活支援ｾﾝﾀｰや特別支援学校と連携
し､定着の支援を行いました｡

(達成率)

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)
+ 3

順
位 4

↗
1

R3年
雇
用
率

2.08
↗

2.88

49
+ 1

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

福祉医療部

障害福祉課長

坊 2 地域雇用戦略

(10) 障害者雇用対策の推進

背景･要因等

本県では､障害者雇用率の全国1位を維持できる要因とし
て､中小規模の企業における障害者雇用率が高い特徴が
あります｡これは､奈良県と奈良労働局が共同で｢障害者
はたらく応援団なら｣を運営し､経済団体･労働団体･教育
機関等との連携の強化に取り組んだことが結果として現
れたものと考えられます｡

成
果
①

52
+ 3 + 2

53

KPI関連指標

基準値
目安値(b)

進捗状況

進捗率(a/b)

戦略目標(KPI) 実績値
(a)

H23年
令和3年以降も障害者雇用率を全国第1位にしま
す｡

+ 0.80

社 社

指標の動き

全国1位

令和3年
以降

｢障害者はたらく応援
団なら｣登録件数[累
計](社)

目標値

障害者政策推進ﾄｯﾌﾟﾌｫｰﾗﾑや
ｼﾞｬｰﾅﾙを通じて応援団の取組
について幅広く周知した結果､
趣旨にご賛同いただいた企業
の登録に結びつきました｡

H30年度 ↗ R1年度 ↗ R2年度 ↗ R3年度

指標の動きの要因

社
55

2.08
(4位)

2.15
(3位)

2.22
(3位)

2.22
(5位)

2.40
(3位)

2.60
(1位)

2.62
(1位)

2.67
(2位)

2.79
(1位)

2.83
(1位)

2.88
(1位)

1.65 1.69 1.76 1.82 1.88 1.92 1.97
2.05 2.11 2.15 2.20

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

障害者雇用率

障害者の雇用状況集計調査

(年)

(%)

｜ 22 ｜



位

カ所

4,116
+ 1,447

人

指標の評価(基準値からの動向､直近の動き､進捗状況等)

令和3年度の実績値は1,390ｶ所で142ｶ所増加しましたが､
全国順位は36位で､令和2年度から順位は変わりません
でした｡

延べ30社､延べ33名が外国人雇用ｾﾐﾅｰに参加､
また､延べ13社､延べ77名が合同企業説明会に参
加し､1名が県内企業に就職しました｡

34法人､延べ45名がｾﾐﾅｰに参加し､参加した法人
の事業所において161人の外国人介護人材が働
いています｡

R3年度

5,563

↗H30年度 ↗県内で働く外国人労
働者数[累計](人)

↗

背景･要因等

+ 392

人

指標の動きの要因指標の動きKPI関連指標

6,403

労働力人口の減少による人手
不足等から増加傾向にあります
が､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影
響で鈍化しています｡

R1年度

+ 448
6,011

本県の外国人雇用事業所数は増加していますが､全国的
な人手不足から外国人を雇用する事業所数が全国的に
増加しているため､順位は変わりませんでした｡

KPI達成に向けた取組･成果

成
果
②

取
組
②

取
組
①

令和3年7月､令和4年2月に県内企業を対象に､外
国人雇用への理解を深めるための外国人雇用ｾﾐ
ﾅｰを､令和3年9月､10月に県内外の大学の留学
生等を対象に､合同企業説明会を開催し､高度外
国人材の県内就職促進を支援しました｡

令和3年12月､令和4年1月に介護事業者等を対象
に､受け入れた外国人介護人材の定着及び新規
受入のためのｾﾐﾅｰを開催し､取組を支援しまし
た｡また､外国人留学生修学支援資金の貸与を引
き続き行い､令和4年度からは日本語教育機関の
学費も対象としました｡

成
果
①

KPI達成等に
向けた課題

課題の背景･要因 課題解決のための今後の取組方針

進捗状況を踏まえた課題の明確化､課題解決のための今後の取組方針

+ 0
社社

3

新型ｺﾛｳｲﾙｽ感染症の影響で
留学生が入国しにくい状況が続
いていますが､3法人が制度を
活用し支援を実施しています｡

外国人留学生修学支
援資金貸与制度を活
用する法人[累計](社)

R1年度 ↗ R2年度 → R3年度

県内企業におけ
る高度外国人材
の受入促進が必
要です｡

引き続き､県内企業を対象とした外国人雇用ｾﾐﾅｰ
や県内外の大学の留学生等を対象とした合同企
業説明会を開催するほか､県内就労あっせんｾﾝ
ﾀｰで､外国人材と県内企業との就労あっせんに取
り組んでいきます｡

外国人介護人材の受入に関心を示す介護事業者
が増えてきています｡入国､就労､定着の各ﾌｪｲｽﾞ
における様々な課題に対応できるよう､実践的な
事業者向けｾﾐﾅｰを企画し開催します｡

国における新たな在留資格が平成31
年に創設され､外国人材の受入拡大
が進んでいますが､雇用手続きや雇
用後のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ等に不安を抱える
企業もおられます｡

今年度の取組(～7月)

令和4年6月に県内企業を対象とした
外国人雇用ｾﾐﾅｰを開催しました｡

R3年度

+ 1

+ 725

事
業
所
数

665
↗

1,390

(達成率)
基準値

目安値(b)

進捗状況

進捗率(a/b)

目標値

R6年度

30位

順
位 37

↗
36

戦略目標(KPI)

令和6年度までに外国人を雇用する事業所数の
全国順位を30位にします｡

各ﾃｰﾏの戦略目標(KPI)達成に向けた進捗状況

CC(ﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)

ﾃｰﾏ

産業･観光･雇用振興部

外国人･人材活用推進室長

坊 2 地域雇用戦略

(11) 外国人労働者の県内での円滑な受入れ

実績値
(a)

H27年度

3
+ 2

人

1

R2年度

665 737 827 897
1,102

1,248
1,390

37 37 37 37 36 36
36

30
25

30

35

40

45

50300

600

900

1,200

1,500

1,800

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R6
（目標）

外国人を雇用する事業所数［累計］

奈良県の事業所数

全国順位 外国人雇用状況(厚生労働省)

(年度)

(位)(ｶ所)
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